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I . 産科医療補償制度の見直 しに 関する事項

1 ) 第 1 2 回運営委員会の主な意見について

2 ) 運営委員会におけ る 見直 し に係 る 主な意見について

ロ . 産科医療補償制度の運営状況に関す る事項

1 ) 産科医療補償制度の動向 について

2 ) 審査お よ び補償の実施状況等について

3 ) 原因分析の実施状況等について

4 ) 再発防止の実施状況等について

5 ) 制度収支状況について

皿 . そ の他

3 , 開 会



1 産科医療補償制度の見直 uこ関す る事項

1 ) 第 1 2 回運営委員会 (平成 24 年 6 月 8 日 開催) の主な意見につ いて

【原因分析に関す る ご意見】

○ 原因分析委員会の部会について 、 今後件数が増加する につれて 、 十分な検討

を行 う 時間の余裕がな く な る のであれば、 部会を増やす等、 人的 ･ 物的整理が

必要にな る のではないか。

○ 5 年間の補償 申請期間が あ る た め 、 今後の補償対象者数は増加 してい く 。 こ

れに伴い現在の原因分析委員会の部会の数を検討 してい く 必要が あ る 。

○ 基本的に過失の あ る ケース について は求償 してい く こ と が本来であ り 、 原因

分析報告書にお け る 表現を慮 り すぎ る と 教訓が生か さ れない こ と も 考 え ら れ

る ため 、 率直な評価を積み上げ、 信頼を獲得 してい く こ と が重要ではないか。

○ 原因分析報告書の 中で ｢重大な過失｣ あ る いは ｢過失｣ について何 ら かの言

及をする こ と は間違いであ り 、 事実だけを究明する今の報告書の方式が適 当 で

あ る 。

○ 事例 を集めて速やかに補償する と と も に 、 原因 を分析す る 作業は今後 も し っ

か り と 継続を していっ てほ しい。

○ 原因分析報告書は不可欠な も の であ り 、 これが あ っ て初めて将来の再発防止

と 医療の質の 向上につなが る も の と 考え る 。

【調整 ･ 調整委員会等に関す る ご意見】

○ 調整委員会が 、 補償金額が足 り ない と 考えた場合は 、 自 発的 に 医賠責保険の

適用 を保険会社 と 調整する橋渡 し をする こ と ができれば、 紛争、 裁判は大幅に

避け られる よ う に な り 、 医療側の不安 も解消 さ れる のではないか。

○ 事例に よ っ て は補償金 3 , 0 0 0 万円 以上が上乗 さ れる こ と は訴訟 を増加 さ

せない と い う 意味で非常に興味あ る提言であ る 。

○ 調整委員会が 、 補償金額が足 り ない と 考えた場合は 、 自 発的 に 医賠責保険の

適用 を保険会社 と 調整する橋渡 し をす る こ と がで き れば、 紛争、 裁判は大幅に

避け ら れる よ う に な り 、 医療側の不安 も解消 さ れ る の ではないか、 と い う ご意

見は 、 補償金が これでは足 り ない 、 と い う 部分を どの よ う にカ バー してい く か

と い う 観点で重要であ り 、 意義の あ る考え方であ る 。 そ も そ も過失がはっ き り

し な い の に訴訟が多すぎて産科に新 しい人が参画 して こ ない と い う 悩みは解

決 さ れつつ あ る 。

○ こ の制度の 中 に過失を判断する仕組みを入れる こ と に な る と 調整委員会 に

て全て の案件を法的 にチェ ッ ク す る と い う 不 自 然な話に な る た め 、 慎重に考え

る べ き で 、 原因分析報告書をベース にそれぞれの立場で検討す る 、 現行の仕組



みが望ま しい。

○ 重大な過失 と な る と 刑事責任の問題 と も つなが っ て く る の で 、 それを こ の制

度の 中で検討す る の はあま り 適当 ではない。

○ AD R 的な機能は非常に重要であ る が 、 本制度の 中では医学的な観点の も の

に限定 し 、 法的な評価を含む損害賠償の調整 と い う 機能は 、 例 え ば東京の 3 弁

護士会の よ う な外部で実施す る ほ う が 医学的 な部分 と 法的な部分を は っ き り

わ け る と い う 意味で望ま しい。

○ こ の制度にA D R の機能を持たせ る こ と が過剰な負担 と な る と の声 も あ る

が 、 や り よ う に よ っ て は過剰な負担な く 機能する こ と がで き る 。 本制度は国民

全体が適用 にな る 制度であ る た め 、 調整機能について も 国民全体が恩恵を受 け

られる よ う にすべき 。

○ 今ま での と こ ろ原因分析委員会で医学的評価 と し て悪質な事案 と して評価

した も のは 1 例 も ないが 、 実際に 1 例あ っ た と き に調整委員会での調整の対象

を ｢法的な｣ 重大な過失に限る か ど う かは全 く 議論 されてお ら ず 、 整理が必要

であ る 。

○ 準備委員会においては 、 重大な過失が明 白 な と き は 、 司法的 な判断が出 る の

を待たず、 補償金の返還の請求を していい と い う こ と のみ議論 さ れてお り 、 そ

れ以外の論点はなかっ たはず。 今ま での準備委員会での経過を ト レース し てお

く 必要があ る 。

○ 制度内がいいか制度外がいいかわか ら ないが 、 ど こ かでA D R 的な も の を働

かせて 、 医療提供者側 と 患者側で最後の話 し合い を持ち 、 それで決着する 方向

に リ ー ドす る仕組みを追加 して欲 しい。

【 医師賠償責任保険に お け る 脳性麻痺事例に関す る ご意見】

○ 産科にお け る脳性麻痺に関わ る紛争については 、 個人的にはひ と こ ろ に比べ

減少傾向 に あ る と 感 じていたが 、 デー タ も 同様の傾向 を示 してい る よ 列こ感 じ

た 。 現時点では時期尚早の感 も あ る が 、 経年的にデー タ 取得、 分析を行 う こ と

で 、 よ り 訴訟の状況がわかっ て く る のではないか。

○ 本制度の 開始以降の損害賠償請求件数の増減の傾向 は 、 損害保険会社か ら の

医師賠のデー タ の分析方法では全 く わか ら ない。 それぞれの事例が ど う な っ て

い く かを追跡調査 し 、 積み重ねてい く しかないのではないか。

○ 出生年ご と の損害賠償請求件数のデー タ が あれば教えて ほ し い 。

○ デー タ の提示に際 しては 、 言葉の定義、 例 えば損害賠償請求の意味な ど を は

っ き り さ せて ほ しい。

【専用診断書デー タ ベー ス に 関す る ご意見】

○ 診断書デー タ ベース で得 られたデー タ を どの よ う に解析す る か 、 具体的 な項
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目 を増や してい く か、 専門家 と 一緒に検討する 等 、 有効活用 して ほ しい。

【 そ の他の ご意見I

○ 補償対象者数が予想 よ り 少ない と 言われてい る が 、 こ の制度ができ た こ と 自

体に よ っ て 、 予防効果、 抑止効果が働いた のではないか。

○ 現時点では訴訟が少な く な っ てい る と 言われてい る が 、 時効期間が き てい る

わけではない。 時効直前に訴訟が増えて しま う と 本制度の存在意義が問われて

しま う の で 、 紛争、 訴訟 と い う 形で後 に尾を引 かない よ う な制度づ く り が必要

であ る 。

○ 制度の周辺な のか中 な のかは と も か く 、 原因分析 と 再発防止について 、 安全

なお産に 向 けた産科学的 、 小児科学的 、 助産学的な研究分析を してい く こ と が

そ ろそ ろ必要なのではないか。

○ 病理学的 、 生化学的ないわゆ る本質を突いた研究を 、 本制度の システ ム の 中

に入れて一つのセ ク シ ョ ン と して機能す る よ う 前向 き に検討 して ほ しい。

2 ) 運営委員会に お け る見直 し に係る主な意見に つ いて

○ これま での運営委員会におけ る 、 見直 し に係 る 主な ご意見について整理を行

い 、 資料 1 の と お り 取 り ま と めた。

匿國司 運営委員会こお け る制度見直 しに係 る 主な意見こついて
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□ 産科医療補償制度の運営状況に関す る事項

1 ) 産科医療補償制度の動向 につ し 、 て

( 1 ) 制度加入状況

○ 全国の分娩機関の制度加入状況は表 1 の と お り であ る 。

○ 未加入の分娩機関に対 して は 、 こ れま で も個別に加入の意思確認を実施 して

い る が 、 引 き 続き各関係団体の協力 の も と 、 働き かけ を行っ てい く 。

表 1 制度加入状況 (平成 24 年 7 月 3 日 現在)

区 分 分娩機関数 加入分娩機関数 加入率 (% )

病 院 1 , 2 0 1 1 , 2 0 1 1 0 0 . 0

診療所 1 , 6 8 7 1 , 6 8 0 9 9 . 6

助産所 4 4 1 4 4 1 1 0 0 . 0

合 計 3 , 3 2 9 3 , 3 2 2 9 9 . 8

(分娩機関数 : 病院 ･ 診療所は 日 本産婦人科医会調べ、 助産所は 日 本助産師会調べ)

( 2 ) 妊産婦情報登録状況

○ 本制度は加入分娩機関において 、 分娩予定の妊産婦情報を あ ら か じ め本制度
専用W e b シス テ ム に登録 し 、 分娩管理が終了後 、 分娩済等へ情報更新を行 う

仕組み と して い る 。

○ 平成 23 年 1 - 12 月 の妊産婦登録状況は表 2 の と お り であ る 。 各加入分娩機

関において情報更新が遺漏な く 行われた こ と に よ り 、 表中②の更新未済件数は
0 件 と な っ てい る 。

○ なお 、 前年同様、 人 ロ 動態統計に よ る 平成 23 年の年間 出生数が確定 した段

階で (本年 9 月 項の見込み) 、 妊産婦情報の登録漏れがな･いかを確認 ･ 検証す

る 予定であ る 。

表 2 妊産婦情報登録状況 (平成 24 年 6 月 29 日 現在) < 分娩胎児数/人 >

平成 23 年 1 ‐ 1 2 月

本制度の妊産婦情報登録件数 (①十②+③)

分娩済等 (掛金対象) 件数 (①)

更新未済件数 (②)

転院等 (掛金対象外) 件数 (③)

1 , 0 7 8 , 0 0 1

分娩済等 (掛金対象) 件数 (①) 1 , 06 1 , 0 8 7

更新未済件数 (②) O

転院等 (掛金対象外) 件数 (③) 1 6 , 9 1 4

(参考) 平成 23 年人 口 動態統計の年間推計におけ る 出生数 L 05 7 , 0 0 O

※人 口 動態統計の 出生数は 、 本制度の登録数 と 集計基準が異な る 。
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( 3 ) 本制度に係 る広報の状況

○ 本制度に係 る広報については 、 ホームページやチ ラ シに よ る妊産婦への周知 、
各種団体に対する 講演に よ る 制度周知 、 補償 申請に係 る周知 、 再発防止に関す
る報告書の公表お よ び分娩機関 ･ 関係団体等への送付に よ る 情報提供等に よ り
取 り 組んでき た。

○ 関係者の協力 を得て 、 以下の と お り 様々 な機会に本制度につ き 講演を行い 、
制度周知に努めた 。

･ 1 月 1 5 日 、 日 本医師会の医療安全研修会において 、 制度の概要等につ き講
演

･ 2 月 1 9 日 、 日 本医師会の平成 23 年度母子保健講習会において 、 制度の概
要につ き講演

･ 2 月 2 3 日 、 日 本弁護士連合会の人権擁護委員会において 、 制度の概要等に
つき 講演

･ 4 月 1 3 日 、 第 6 4 回 日 本産科婦人科学会学術講演会において 、 ｢脳性麻痺
児発生防止のた め に ｣ と して原因分析を 中心 と した講演が行われた。

･ 5 月 1 5 日 、 第 4 9 回 日 本小児外科学会学術集会医療倫理 ･ 安全管理講習会
において 、 制度の概要等につ き講演

･ 5 月 1 9 日 、 第 5 4 回 日 本小児神経学会総会において 、 制度の現状 と 課題に
つ き講演

･ 7 月 8 日 、 第 4 8 回 日 本周産期 ･ 新生児医学会学術集会において 、 ｢産科医
療補償制度 ‐ 再発防止委員会か ら ‐ ｣ と して 、 原因分析お よ び再発防止に
関する講演が行われた。
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Z ) 審査お よ び補償の実施状況等につ いて

( 1 ) 審査の実施状況

ア . 審査委員会お よ び異議審査委員会の開催状況

○ 審査委員会は 、 第 9 回運営委員会 (平成 23 年 12 月 ) 以降毎月 1 回 、 計 7 回開

催 してい る 。

○ ま た 、 異議審査委員会は こ の間 、 2 月 と 6 月 に各 1 回で計 2 回開催 してい る 。 児

の先天性の要因で ｢補償対象外｣ と な っ た事案お よ び重症度の判断時期で ｢補償対

象外 (再 申請可能) ｣ と な っ た事案についてそれぞれ 1 件ずつ審議 さ れ、 審議結果

は と も に審査委員会 と 同様であ っ た 。

○ 第 9 回運営委員会 (平成 23 年 12 月 ) 以降の両委員会の審査結果を反映 した 、

制度開始以降の審査件数お よび審査結果の累計は 、 表 3 の と お り で あ る 。

表 3 制度開始以降の審査件数お よ び審査結果の累計 (平成 24 年 6 月 末現在)

2000g以上かつ33週以上 1 リブ 159 6 12 0

H2 1年生まれの児 28週以上かつ所定の要件 22 16 6 0 0

合計 199 1 ブ5 12 12 0

2000g以上かつ33週以上 12隻 1 1ツ 0 3 1

H22年生まれの児 28週以上かつ所定の要件 10 9 0 1 0

合計 13 1 126 0 4 重

2000g以上かつ33週以上 2ツ 26 0 1 0

H23年生まれの児 28週以上かつ所定の要件 0 0 0 0 0

合計 2ラ 26 0 1 0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

総計 三 35ラ . 32ラ 12 , ･ 1 ラ ー



○ ま た 、 こ れま での審査事案の都道府県別 (分娩機関所在地ベース ) の状況は表 4

の と お り であ る 。 本制度の補償申請に関 して は き め細かい周知に努めてい く 。

表 4 都道府県別補償対象者数 (平成 24 年 6 月 末現在)

件数" " , 地域 を忌 ;･ 件数 ･ ; を "地域だ ･件数 ー 地域 ≦ . 件数 ゞ 対地域 き な 件数 - 地域 テー 件数: :霊地域 もご

北海道 14 栃木 4 石川 6 滋賀 6 岡 山 3 佐賀 4

青森 2 群馬 7 福井 4 京都 7 広島 4 長崎 2

岩手 1 埼玉 1 5 山梨 2 大阪 2 1 山 口 6 熊本 3

宮城 5 千葉 14 長野 2 兵庫 20 徳島 3 大分 6

秋 田 3 東京 26 岐阜 4 奈良 4 香川 5 宮崎 2

山形 2 神奈川 20 静岡 15 和歌山 6 愛媛 3 鹿児島 6

福島 3 新潟 5 愛知 L7 鳥取 3 高知 4 沖縄 4

茨城 10 富山 5 ご重 5 島根 1 福岡 16 327

に補償対象外事案の状況】

○ 前記表 3 記載の補償対象外 と さ れた事案は合計 2 9 件であ り 、 概要は表 5 の と お

り であ る 。

表 5 補償対象外事案の概要

区分 内容 と 件数 代表的な具体例

補償対象外

児の先天性要因 ま た は児の新生児期 の要因 に よ

っ て発生 した脳性麻痺の事案 ･ ･ 6 件

･ 脳の形成段階での形態異常に

よ る脳性麻痺

･ 遺伝子異常に よ る脳性麻痺

在胎週数 28 週以上の個別審査において補償対

象基準を満た さ ない事案 ･ ･ 6 件

･ 臍帯動脈血 p H 値が 7 . 1 以上

で 、 胎児心拍数モニ タ ー も 所定

の状態を満た さ ない。

補償対象外

(再 申請可能)

現時点では将来の障害程度の予測が難 し く 補償

対象 と 判断で き ない も の の 、 適切 な時期 に再度

診断が行われ る こ と 等に よ り 、 将来補償対象 と

認定で き る 可能性が あ る 事案 ･ 6 1 7 件

･ 現時点の児の動作 ･ 活動状況

では将来の障害程度の予測が 困

難

○ 過去に ｢補償対象外 (再 申 請可能) ｣ と さ れた事案の内 、 2 件は適切 な診断時期

が到来 し 、 再度診断を受け再申請が行われ、 審査委員会において再審査を行っ た結

果、 補償対象 と 判断 さ れた 。



イ . 補償申請数お よ び補償対象者数

○ 補償申請期間 は原則 と して児の満 1 歳か ら満 5 歳の誕生 日 ま で (極めて重症で診
断が可能な場合に限 り 生後 6 ヶ 月 以降) と し てい る 。 こ のた め 、 平成 2 1 年生まれ

の児であ っ て も 、 平成 26 年が終了 し補償 申請お よ び審査が完了する ま で補償対象
者数が確定 しない 。 こ のため 、 最終的な補償対象者数を予測する には時期尚早であ
る が 、 現時点ま での補償対象者数に係 る児の生年別の状況は以下の と お り であ る 。

《平成 2 1 年生 まれ》

･ 今の と こ ろ補償申請数に増加傾向は見 られないが 、 徐々 に脳性麻痺の型や
程度に よ っ て診断が可能 と な る満 3 歳を超えた児について 、 今後補償 申請が

行われる も の と 見込まれる 。

･ 児の年齢が上が る につれて 、 重症度が比較的低い場合の診断も 可能 と な る 。

こ れま で補償 申請が行われ補償対象 と 認定 さ れた児の障害程度は 、 大半が身

体障害者障害程度等級の 1 級相 当だが 、 今後 2 級相 当 の児 について も診断が

行われ 、 補償 申請が行われる も の と 見込まれ る 。

恆襄露 補償対象件数 と 申請可能月 数の考え方について

《平成 2 2 年生まれお よ び平成 2 3 年生まれ》

･ 同時期の平成 21 年生まれの児 と 比べ、 補償対象者数はやや減少 して推移
してい る も の の 、 ほぼ同水準で推移 してい る 。

に補償 申請に係 る 周知 に つ い て 】

○ 平成 2 1 年生まれの児について は 、 平成 26 年 よ り J順次満 5 歳の誕生 日 を迎えて 、
補償 申請期間が終了する 中で 、 ｢本制度が認知 されていない ｣ 、 ま たは ｢補償範囲に

ついて誤解 してい る ｣ 等に よ り 、 補償 申請が行われない と い っ た事態が生 じ る こ と
がない よ う 、 従来以上に分娩機関や脳性麻痺児 と の接点が あ る 関係者等への周知 に

努めてい く 。

○ 具体的には 、 分娩機関や保護者向 け の注意喚起資料の提示 ･ 送付や、 小児科医 、
リ ハ ビ リ テーシ ョ ン科医等への学会や学術集会等を通 じて の説明 、 ホームページ等

の活用 を こ れま で以上に行 う こ と を検討 してい る 。 当 面は 、 日 本小児神経学会の会

員向 け の制度周知のた めの 同学会の ホー ムページの活用 、 分娩機関の制度周知促進
のた め の全加入分娩機関を対象 と した資料送付、 病院や施設等で活用 を想定 した 医

療関係者向 けチ ラ シや保護者向 けチ ラ シの配付等の取組み を 関係者 と 連携 し て計
画的に実施 してい く 。
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ウ . 審査結果への対応等

○ 補償約款上、 運営組織は補償請求者お よ び分娩機関に対 して 、 申請書類を受理 し

た通知を発出 した 日 の翌 日 か ら原則 と して 90 日 以内 に 、 認定に係 る審査結果を通

知す る こ と が規定 さ れてい る 。 現在の と こ ろ 申 請書類の受理か ら概ね 20 日 か ら

60 日 程度で審査結果を通知 してお り 、 迅速な審査お よ び補償対象の認定を行っ て

い る 。

( 2 ) 診断協力 医制度の運営状況

○ 補償請求者の利便性向上に資す る よ う 、 関係団体の協力 を得て継続的に診断協力

医の募集を行っ てい る 。 6 月 末現在の診断協力医は 4 2 6 名 (小児神経専門 医 2 7

3 名 、 身体障害者障害程度等級の認定医 2 5 3 名 、 ただ し両方の資格を有する 医師

1 0 0 名 を含む。 ) であ り 、 本制度のホームページにおいて公表 してい る 。

○ 上記の う ち 、 こ れま でに診断書の作成実績が あ る診断協力医は約 1 3 0 名 であ る 。

一方 、 診断協力 医に よ っ ては既に 5 ~ 6 通の診断書を作成 してい る ケース も あ り 、

今後 、 診断協力 医間 のば ら つ き が軽減 さ れる よ う 、 こ れま で以上に周知徹底を行 う 。

○ ま た 、 こ れま でに補償 申請が行われた事案の内 、 7 2 % の診断書が診断協力 医に
よ り 作成 さ れてお り 、 補償請求者への利便性に寄与 してい る も の と 考え られる 。

○ 本年 5 月 19 日 に 開催 さ れた第 5 4 回 日 本小児神経学会総会におけ る本制度につ

いての公開セ ミ ナーにおいては 、 診断協力 医の登録状況の地域的なば らつ き か ら 、

診断協力医の増加を望む声が上が っ てお り 、 こ の点に も留意 して体制整備に取 り 組

んでい く 。 なお 、 都道府県別の診断協力医の登録数は以下の図 1 の と お り であ る 。

図 1 都道府県別診断協力 医登録数 (平成 24 年 6 月 末現在)

※複数の都道府県で登録いただいてい る診断協力医 も い る た め 、 6
各県の人数の合計が全体の合計人数 と はな り ません。 秋 田

6 4

山形 宮
2 9

ロ 島根 鳥取 福井 石川 富山 新潟 群馬 福
8 2 5 3 5 2 8 9 7

広島 岡 山 兵庫 京都 滋賀 岐阜 長野 山梨 埼玉 栃
5 1 7 1 5 20 1 1 3 7 6 1 6 8

大阪 奈良 愛知 静岡 神奈川 東京 茨
愛媛 香川 1 6 3 25 6 1 5 6 0 9
8 3 和歌山 三重 千

僧雪 毎室 8 5 1 5

愛媛
8

香川

3

高知
3

徳島

1

3 2 2 6

熊本 夫メ
8 7

圃 鹿浮島 剤
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(参考) 登録数が少ない都道府県

学 部道府県名 斉 一 で M - -登録数 -

1 名 徳島県

2 名 山形県、 富山県 、 島根県、 佐賀県

3 名 岐阜県 、 福井県、 奈良県、 香川県、 高知県 、 長崎県、 鹿児島県

( 3 ) 補償金の支払い事務に係る対応状況

○ 補償約款では 、 補償対象 と 認定を受 けた場合に 、 運営組織は補償請求者よ り 補償

金請求に必要なすべての書類を受領 した 日 か ら原則 と して 60 日 以内 に 、 準備一時

金を支払 う こ と が規定 さ れてい る 。 現在の と こ ろ 、 請求書類受領か ら概ね 10 日 か

ら 20 日 程度で補償金が支払われてお り 、 迅速な補償を行っ てい る 。

( 4 ) 調整に係 る状況

○ 本制度の補償金は 、 損害賠償金 と 重複 して支払われない仕組みであ る こ と か ら 、

分娩機関が重度脳性麻痺につ き損害賠償責任を負担する場合には 、 補償金 と 損害賠

償金の調整を行 う こ と と してい る 。

○ 補償対象 と した 3 2 7 件の う ち 、 こ れま で 2 件が 当事者間の示談交渉、 1 件が訴

訟に よ り 分娩機関か ら児お よ び保護者へ損害賠償金が支払われたた め 、 そ の結果に

基づき補償金 と 損害賠償金の調整を行っ た。

1 0



3 ) 原因分析の実施状況等につ いて

( 1 ) 原因分析報告書審議の状況

○ 原因分析報告書は 、 6 つの原因分析委員会部会で作成 し 、 原因分析委員会

の承認を経て 、 当該分娩機関お よび保護者に送付 される 。

○ 部会お よ び原因分析委員会は 、 毎月 定期的に開催 してお り 、 本年 6 月 開催

の第 3 8 回原因分析委員会ま での報告書審議結果の累計は表 6 の と お り で あ

る 。 .

表 6 原因分析委員会の審議結果の累討

第 1 2 回~第 3 1 回 8 9 件 3 6 件 5 2 件 1 件 0 件
(前回ま での報告分)

第 3 2 回~第 3 8 回

(平成 23 年 1 2 月 6 5 件 4 1 件 2 3 件 0 件 1 件

~平成 24 年 6 月 )

合計※ 1 1 5 3 件 7 7 件※2 7 5 件※ 3 0 件 1 件

※ 1 再審議分の ダブルカ ウ ン ト を行わないた め 、 審議件数 と 再審議件数は各回の合計値 と 異な る 。
※2 再審議事案 と して審議を行っ た事案 11 件を含む。
※ 3 再審議事案 と して審議を行っ た事案 2 件 を含む。

匡審議結果区分】

帥承認 : 修正な しま た は修正内容が確定 した報告書
" 圏条件付承認 : 修正が あ る も のの改めて審議す る必要はな く 、 委員長預か り と な っ た報告書 i
富 麗 再審議 : 部会 において修正後 、 再度審議をす る必要が あ る報告書

l 圏保留 : 審議未了 と な っ た報告書
I- - - - - - - - - - - - - " - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - … - - - - - - - - - - - - - l

o これま でに原因分析委員会で ｢承認｣ ま たは ｢条件付承認｣ と な っ た 1 5

2 事例の原因分析報告書については 、 委員会での指摘事項の修正等を行っ た上

で、 順次、 当該分娩機関お よび保護者に送付 してい る 。

○ なお 、 補償対象 と 認定 さ れた後 、 原因分析を 開始 してか ら報告書が完成す

る ま で に は 、 お よ そ半年か ら 1 年を要する と 案内 してい る が 、 こ れま での平均

期間は 37 1 日 で 、 1 年をやや超過 してお り 、 事例数の増加に伴い長期化 してい

る こ と か ら 、 効率化が課題であ る 。
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( 2 ) 原因分析報告書の公表

○ 原因分析報告書は 、 当該分娩機関 と 保護者に送付す る と と も に 、 個人情報

等に十分配慮 した上で公表 してい る 。

6 月 末現在、 1 2 8 事例の原因分析報告書の要約版を本制度のホームページ

に掲載する と と も に 、 個人情報等をマス キ ング した全文版について 8 0 件の 開

示請求が あ り 、 当該請求者に開示を行っ た。

○ なお 、 原因分析報告書の要約版について は 、 産科医療関係者が よ り 簡単に

閲覧でき る よ う 、 制度加入分娩機関が妊産婦登録等を行 う 本制度の専用W e b
シス テ ム に も 同時に最新版を掲載 してい る 。

( 3 ) 委員の変更につ いて

○ 原因分析委員会の委員の任期 (2 年) が 、 本年 3 月 末に満了 と な っ た こ と に

伴い 、 一部委員の交代が行われた。

匿覆凱 産科医療補償制度 原因分析委員会 委員一覧



4 ) 再発防止の実施状況等につ いて

( 1 ) ｢第 2 回再発防止に関す る報告書｣ の公表

○ 再発防止委員会では 、 20 10 年 12 月 末ま でに公表 した原因分析報告書 1

5 件を対象に ｢第 1 回 再発防止に関する報告書｣ を取 り ま と め 、 昨年 8 月

に公表 した。 こ の度 、 こ の 1 5 件 も含めて 20 11 年 12 月 末ま でに公表 した

原因分析報告書 7 9 件 を分析対象 と して ｢第 2 回 再発防止に関す る 報告

書｣ を取 り ま と め 、 5 月 14 日 をこ記者会見を行い 、 公表 した。

○ 第 2 回報告書では、 ｢吸引分娩について ｣ 、 ｢常位胎盤早期剥離の保健指導
について J 、 ｢診療録等の記載について ｣ の 3 つのテーマ に沿っ た分析を行

っ た。 今回は 、 妊産婦に も異常時の対応な ど を認識 して も ら う た め 、 ｢常位
胎盤早期剥離の保健指導について ｣ では 、 産科医療関係者に対す る提言に

加え 、 妊産婦向 けの提言 も取 り ま と めた。

○ ま た 、 第 2 回報告書では新たに ｢再発防止分析対象事例におけ る脳性麻痺
発症の主た る原因 について ｣ 取 り ま と めた 。 再発防止お よ び産科医療の質

の 向上を 図 る た め には 、 脳性麻痺発症の原因 を 明 ら かにする こ と は極めて

重要であ る こ と か ら 、 分析対象事例 7 9 件について脳性麻痺発症の原因 と

な っ た病態を概観する形で取 り ま と めた。

○ 報告書は約 3 , 3 0 0 の本制度加入分娩機関に送付する と と も に 、 関係学

会 ･ 団体お よび都道府県、 政令指定都市、 保健所設置市 、 特別区等に も送

付 した。

○ 報告書の公表後 、 報告書に記載 さ れてい る ｢学会 ･ 職能団体に対する要望｣

について検討を依頼する 旨の文書を 関係 8 団体 ( 日 本医師会 、 日 本産科婦

人科学会、 日 本産婦人科医会、 日 本助産師会、 日 本助産学会 、 日 本看護協
会、 日 本周産期 a 新生児医学会、 日 本未熟児新生児学会) に送付 した 。

○ 厚生労働省か ら は都道府県、 保健所設置市 、 特別区 、 関係団体等宛に 、

第 2 回再発防止 に関する報告書の公表について 、 通知が発出 さ れた 。

匿濁頸 第 2 回 産科医療補償制度 再発防止に関する報告書
朧國耳 ｢第 2 回 産科医療補償制度 再発防止に関す る報告蕾 みこ 屯記載

さ れてい る ｢学会 o 職能団体に対する 要望｣ について (依頼)

匿饗回 産科医療補償制度第 2 回再発防止 に 関す る 報告書の公表こつい
て (厚生労働省 平成 24 年 5 月 14 日 付医政局総務課長通知)
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( a ) ｢第 3 回再発防止に関す る報告書｣ に 向 けて

o r第 3 回 再発防止に関する 報告書｣ の取 り ま と め に 向 け 、 5 月 に審議を
開始 した。

○ 第 3 回報告書は 、 来年 3 月 を 目 処に公表する予定であ る 。

( 3 ) 関係学会 g 団体等の動 き

○ 再発防止お よび産科医療の質の向上のた め に関係学会 ･ 団体等において も
報告書が研修会等で活用 さ れる な ど 、 様々 な取 り 組みが行われてい る 。

< 日 本産科婦人科学会 >

4 月 13 日 、 第 6 4 回 日 本産科婦人科学会学術講演会において 、 日 本産婦
人科医会 と の共同企画 と して 、 ｢脳性麻痺児発生予防のため に ｣ と 題 し 、 胎
児心拍数モニ タ リ ン グ 、 メ ト ロ イ リ ーゼ法、 子宮収縮薬等について講演。
メ ト ロ イ リ ンテルの使用 と 臍帯脱出の関係について今後分析でき る よ う 、

周産期登録項 目 の追加 を実施。

産科医療補償制度か ら得 られた情報については 、 ｢産婦人科診療ガイ ド ラ
イ ン｣ の次回改定時に反映を予定。

< 日 本産婦人科医会 >

･ ポケ ッ ト 版のモニ タ ー集 ｢分娩監視装置モニ タ ー の読み方 と 対応｣ を作
成 し 、 分娩に携る 医療従事者に配布。

･ 新生児蘇生法に関する講習会を 日 本周産期 ･ 新生児医学会 と 共同で実施。
ま た 、 新生児蘇生法アルゴ リ ズム のポス タ ーの分娩室への掲示の推進。

“ ｢ 医療事故 ･ 過誤防止のた め の整備事業｣ において 、 分娩機関に対 し新
生児死亡や新生児脳性麻痺等の重大事象について報告義務を課 し 、 必要に
応 じて個別研修等を実施。

< 日 本周産期 e 新生児医学会 >

7 月 8 日 、 9 日 、 第 4 8 回 日 本周産期 む 新生児医学会学術集会において 、
｢産科医療補償制度 ‐ 再発防止委員会か ら ‐ ｣ と 題 し 、 再発防止委員会委
員長に よ る講演、 お よ び学術集会会長講演 ｢新生児蘇生法普及事業の現状
と 課題｣ の 中で ｢再発防止に 関す る報告書｣ について紹介。

1 4



< 日 本助産師会 >

｢再発防止に関す る報告書｣ の提言内容の周知徹底のた め 、 各研修会等
において報告書を活用する と と も に 、 機関誌 ｢助産師｣ に も 掲載。
平成 23 年度は ｢新生児蘇生法の講習会｣ と ｢分娩時の救急対応に関する

研修会｣ を本部主催で計 4 回実施 、 約 1 3 0 名 の助産師が受講。 ま た各県
支部において も積極的に ｢新生児蘇生法の講習会｣ を実施。

助産所で重大事象が発生 した場合に報告を課 し 、 管理の見直 しや器具の
充足等の指導を実施。

< 日 本看護協会 >

｢再発防止に関する報告書｣ の提言内容の周知徹底のた め 、 ホームペー
ジにてニ ュース リ リ ースする と と も に 、 機関誌 ｢協会ニ ュース ｣ に も掲載。
新生児蘇生や胎児心拍モニタ ーな どの研修会を 開催。

新生児蘇生法について 、 イ ンス ト ラ ク タ ーの充足等 、 研修体制を充実。
今年度 、 ｢再発防止に関する報告書か ら の学び｣ と 題 し 、 特別企画研修を

東京 と 神戸の研修所にてそれぞれ実施予定。
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5 ) 制度収支状況について

( 1 ) 各保険年度の収支状況

本制度の保険期間は毎年 1 月 か ら 12 月 までの 1 年間であ り 、 各保険年度におけ る収
入保険料、 保険金 (補償金) 、 支払備金の状況は以下の と お り であ る 。

1 . 収入保険料、 保険金 (補償金) 、 支払備金<平成 24 年 6 月 末 日 現在> (単位 : 百万円)

ふき な に 区分滋 で さげ :収入保険料滋ゞ 三毛 ! :
三 等 き保険金ふき 一弱:を !

‘ ‘ ゞ : - - な に - -けちそご " ; キ ー : ‐- : : ‐ ← :

\毒気まで まく補償金泥導 き,

すぎ ミニ箋(備考〕きき も
ぐ : ≦ ! ･ - ‐ ; 就 学 . ; ℃ ; : " ‘ ‐ : と ぶ ヒ ル ‘ ‐ 、 .

' 箋決算確定見込時期 .
圭 三 ^ 支払備金※熟 さ.

平成 21 年
℃ ‐ ･ : ‐ ゞ ゞ :

. 1 嵩 1 2 月

( 1 , 0 54 , 340 分娩)

3 1 , 5 25

( 1 72 件)

5 , 1 60 2 1 , 429
平成 27 年中頃

:平成22年

辻輩12月 き

( 1 , 08 3 , 045 分娩)

32 , 383

( 1 26 件)

3 , 7 80 25 , 006
平成 28 年中頃

平成23牢

ご謎事 12 月 - .

( 1 , 06 3 , 540 分娩)

3 1 , 800

(26 件)

780 27 , 260
平成 29 年中頃

※ 1 掛金対象 と な る分娩数× 29 , 900 円 。 なお 、 掛金は 1 分娩あた り 30 , 000 円である 。 掛金の う ち
1 00 円 は、 分娩機関が廃止等 した場合に補償責任を引 き継ぐための費用であ る 。

※2 平成 24 年 6 月 (第 3 4 回審査委員会) までに確定 した保険金 (補償金) 。

[補償対象件数 × 3 , 000 万円 ] ただ し、 平成 2 1 :年の補償対象件数は、 調整 と なっ た 3 件を除 く 。

※3 将来の保険金 (補償金) 支払いのための備金。 [収入保険料-保険金 (補償金) -事務経費]

【基本的な考え方1

○ 本制度の補償申請期間は児の満 5 歳の誕生 日 ま で と なっ てい る 。 したがっ て 、 例え
ば平成 21 年生まれの児についての補償申請期間は、 平成 26 年 12 月 末ま での各児の
誕生 日 まで と な り 、 最終的に補償対象者数お よび保険金 (補償金) 総額が確定する の
は平成 27 年中頃 と な る 。 そ こ で、 平成 21 年の収入保険料は、 将来の補償に備えて 、
保険会社が支払備金 と して管理する 。

○ なお 、 年間の補償対象者数は、 ｢産科医療補償制度設計に係る 医学的調査報告書｣
等に基づき推計 している 。 補償原資に剰余が生 じた場合は、 保険会社か ら剰余分が運
営組織に返還さ れ、 本制度の趣割こ照 ら して適切な使途の検討を行 う こ と と してい
る 。 欠損が生 じた場合は保険料の引 き 上げ等を行い 、 補償原資の確保を検討する こ と
と してい る 。
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2 . 事務経費 (平成 23 年 1 一 12 月 )

平成 23 年 1 月 か ら 12 月 ま での運営組織と保険会社におけ る事務経費の内訳は、 以
下の と お り であ る 。

(単位 : 百万円)ア . 運営組織

物件費

会議費、 旅費交通費、 諸謝金等

印刷製本費、 通信運搬費

事務所賃借料等

委託費

システム保守費等

その他消耗品費等

543

=

36

1 1 4

1 1 3

1 99

7 0

=会議費、 旅費交通費、 諸謝金等
36印刷製本費、 通信運搬費

1 1 4事務所賃借料等
1 1 3委託費
199システム保守費等
70その他消耗品費等

人件費 給与 ･ 報酬、 法定福利費等 192

合計
735

(単位 ; 百万円 )イ . 保険会社

物件費

印刷発送費、 交通費、 会議関連費用等
事務所関係費、 備品費 、 機械賃借料、 租税公課等

本制度対応システムの開発 ･ 維持費等

872

1 7

69 1

1 64

1 7印刷発送費、 交通費、 会議関連費用等
69 1事務所関係費、 備品費 、 機械賃借料、 租税公課等
164本制度対応システムの開発 ･ 維持費等

人件費

契約管理事務支援、 商品開発 ･ 収支管理、 支払事務等
に係る人件費

一般管理業務等に係る人件費

539

204

33 5

204契約管理事務支援、 商品開発 ･ 収支管理、 支払事務等
に係る人件費

335一般管理業務等に係る人件費

制度変動

リ ス ク

対策費

医療水準向上 (出生時の救命率上昇) 等に伴い脳性麻
痺児の生存率が統計データ 取得時点 よ り 上昇する リ ス
ク 、 統計データ母数が少ないた め推計値が大幅に外れ
る リ ス ク 、 長期に渡る補償金支払い業務に伴 う 予期で
き ない事務 ･ システム リ ス ク 等に対応する費用

1 , 6 1 5

合計 3 , 026

運営組織 と 保険会社の事務経費 を合算す る と 3 , 76 1 百万 円 であ り 、 収入保険料
3 1 , 8 0 0 百万円 に 占め る割合は約 1 1 , 8%であ る 。 なお 、 同様の仕組みではない も のの 、
公的制度であ る 自 動車損害貝訛賞責任保険 ( 自 賠責) では保険料に 占め る事務経費の割
合は約 25 . 5% と な っ てい る (平成 24 年 1 月 開催、 自賠責審議会資料よ り 算出) 。
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( 2 ) 運営組織の平成 23 年度 (平成 23 年 4 月 ~平成 24 年 3 月 ) 収支決算

運営組織の事業年度 (4 月 か ら 3 月 ま で) の収支決算は、 以下の と お り であ る 。

1 収入につ いて

運営組織の平成 23 年度の収入合計は 7 7 2 百万円 であ り 、 主 と して保険事務手数
料収入 (集金事務費) であ る 。

2 , 支出について

主た る支出は、 人件費等が 2 0 3 百万円 、 事務代行 6 コ ールセ ンタ ー ･ 集金代行 ･
人材派遣等に係る委託費が 1 5 5 百万円 、 システム保守費等が 1 8 7 百万円であ る 。

(単位 : 百万円)

1 .収入の部

( 1 ) 保険事務手数料収入 723

( 2 ) その他収入 49 登録事務手数料、 原因分析報告書開示手数料等

当期収入合計 (A) 772

前期繰越収支差額 O

収入合計 ( B ) 772

2 .支出の部

( 1 ) 人件費等 203 給与 ･ 報酬、 法定福利費等

( 2 ) 会議諸費 1 1 会議費、 旅費交通費、 諸謝金

( 3 ) 印刷製本費等 32 印刷製本費、 通信運搬費

( 4 ) 賃借料等 1 14 事務所等賃借料、 光熱水料

( 5 ) 委託費 155 事務代行、 コツ陀汐-、 集金代行、 人材派遣等

( 6 ) システム保守費等 187

( 7 ) その他経費 45 消耗品費、 雑費、 租税公課等

当期支出合計 ( C ) 747

当期収支差額 (A ･ C ) 2 5

次期繰越収支差額 ( B ‐ C ) 2 5
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3 . 補助金会計につ いて

平成 23 年度の交付確定額は 8 0 百万円であ り 、 主た る支出は、 原因分析等に要 し
た諸謝金が 4 5 百万円 、 委員の委員会 ･ 部会出席に係る旅費交通費が 1 2 百万円 、
人材派遣等に係る雑役務費が 1 6 百万円 、 であ る 。

(単位 " 百万円)

- … … … 科自 主滋… : … " 決算額 ･ 備考 . - -" " ; # ･ ‘ - 、 . - “

1 .収入の部

. ･ ･ 、 、 . ‘ ‐ ･ . ･ ･ . ･ . . ･
. ･ ･ ‘ - ← ‐ ･ ･ - - . ･

← ‐ ･

( 1 ) 補助金収入 80 制度の普及啓発、 原因分析 ･ 再発防止

当期収入合計 (A) 80

2 .支出の部

( 1 ) 諸謝金 45 委員会 ･ 部会等出席、 原因分析報告書作成謝金

( 2 ) 旅費交通費 12 委員会 ･ 部会等出席

( 2 ) 雑役務費 16 人材派遣、 速記代等

( 4 ) その他経費 7 消耗品費、 印刷製本費、 通信運搬費

当期支出合計 ( B ) 80

当期収支差額 (A ･ B ) O

･ 備考 . - -
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( 3 ) 運営組織の平成 24 年度 (平成 24 年 4 月 ~平成 25 年 3 月 ) 収支予算

運営組織の事業年度 (4 月 か ら 3 月 ま で) の収支予算は、 以下の と お り であ る 。

1 収入について

運営組織の平成 24 年度の収入合計は 8 4 6 百万円 を見込んでお り 、 主 と して保険
事務手数料収入 (集金事務費) であ る 。

2 . 支出について

主た る支出は、 人件費等が 2 5 5 百万円 、 事務代行 ･ コ ールセ ンター " 集金代行 ･
人材派遣等に係る委託費が 1 6 8 百万円 、 システ ム保守費等が 1 9 4 百万円 、 を見
込んでいる 。

(単位 ! 百万円)

. 予料目詳説等": :\;写さ ご予算頼む . ･ - - . …. " ･… - --- … … ＼ ≦備考 ~ % " “ .

1 .収入の部

‘ ‘ ･ ･ ‐ ‐ '‐ ‘ ‘ ‐ 、 . ･ - ‐ ‘
･ ‘ ‐ - - - - ‘ ‐ ' ‘

. ･ ‘ ‐ ･ ･ ‘

( 1 ) 保険事務手数料収入 770

( 2 ) そ の他収入 5 1 登録事務手数料、 原因分析報告書開示手数料等

当期収入合計 (A ) 82 1

前期繰越収支差額 25

収入合計 ( B ) 846

2 .支出の部

( 1 ) 人件費等 255 給与 ･ 報酬、 法定福利費等

( 2 ) 会議諸費 2 1 会議費、 旅費交通費、 諸謝金

( 3 ) 印刷製本費等 37 印刷製本費、 通信運搬費

( 4 ) 賃借料等 1 1 5 事務所等賃借料、 光熱水料

( 5 ) 委託費 168 事務代行、 コツ死汐-、 集金代行、 人材派遣等

( 6 ) システム保守費等 194

( 7 ) その他経費 56 消耗品費、 雑費、 租税公課等

当期支出合計 ( C ) 846

当期収支差額 (A ‐ C ) △25

次期繰越収支差額 ( B ･ C ) O

】 r - - - - . ･ ‐ - - ′ - 、 、 - 、 、
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3 . 補助金会計について

制度の普及啓発な らびに原因分析 ･ 再発防止に係る経費 と して 7 8 百万円 を計上。
(単位 ; 百万円 )

、 科 目 - 予算額 備考 ▲ ‐

1 .収入の部

. ･ ▼ ‐ ′ ‘ ‐ ･ 、 . - - - - J - - - - ･

( 1 ) 補助金収入 78 制度の普及啓発、 原因分析 ･ 再発防止

当期収入合計 (A) 78

2 ,支出の部

( 1 ) 諸謝金 55 委員会 ･ 部会出席、 原因分析報告書作成謝金

( 2 ) 旅費交通費 12 委員会 ･ 部会出席

( 3 ) 雑役務費 6 速記代、 発送作業等

( 4 ) その他経費 5 消耗品費、 印刷製本費、 通信運搬費

当期支出合計 ( B ) 78

-

当期収支美額 (A ･ B ) O
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虻 資 料 一 覧 I

O 運営委員会こお け る制度見直 し に係 る 主な意見こっいて … ･ ･ 魔翌訂

0 補償対象件数 と 申請可能月 数の考ぇ方 をこっぃて … … …圓回

O 産科医療補償制度 原因分析委員会 委員一覧 … … … ･ 艫邁国

O 第 2 回 産科医療補償制度 再発防止に関する報告書… … ･ 匿理到

○ ｢第 2 回 産科医療補償制度 再発防止に関する報告書｣ に記載

されてい る ｢学会 ･ 職能団体に対する要望｣ について (依頼) ･ ･ 恆履司

○ 産科医療補償制度第 2 回再発防止に関する報告書の公表について

(厚生労働省 平成 2 4 年 5 月 1 4 日 付医政局総務課長通知) … 踵國回



運営委員会における制度見直uこ係る主なご意見

区分 主なご意見 現状

1 . 補償対象範囲

1 ) 在胎週数 ･ 出生体重

○低出生体重児に特異的に発生する脳室周囲 白 質軟化症について 、 約半数が補償対象の基準から外れてい
る 。 在胎週数の基準を少し緩和する 、 あるいは在胎週数の制限そのものを外し 、 どんな児でも重度脳性麻痺に
なったら補償対象とすることはできないか 。 (第= 回運営委員会)

0以下のいずれかの基準を満たす場合に 、 補償対象
①在胎週数33週 、 かつ出生体重2 ,000g以上
②在胎週数28週以上 、 かつ低酸素状況を示す所定
の条件を満たす場合
(臍帯動脈血ガス値 、 または胎児心拍数モニター
の徐脈や一過性徐脈)

2 ) 除外基準

0 ｢先天異常 ｣ とは 、 従来 、 生まれるまでに何か異常が起こっていたもの 、 あるいは生まれた時に発見される異常
という概念であるが、 事例の 中には胎内での感染症による障害等 、 胎内で後天的に発生する異常もある 。 医学
的には後天性であっても 、 一般的には先天性という概念にとらえられるため整理が難しいところであ り 、 ｢先天異
常 ｣ の概念の整理が必要である 。 (第= 回運営委員会)

○ 以下のいずれか く除外基準) に該当する場合は 、
補償対象外

1 ) 以下のいずれかの事由によって発生した脳性
麻痺
① 児の先天性要因
② 児の新生児期の要因 他

2 ) 児が生後6ヶ月 未満で死亡した場合

0生後6ヶ月 未満で死亡した児は補償対象となっていないが、 重度脳性麻痺であることが生後6ヶ月 以前にわ
かっていて 、 6ヶ月 未満に亡くなることもあ り 、 生後6ヶ月 を過ぎて亡くなった児との格差が大きいため 、 整理が必
要である 。 (第 1 1 回運営委員会 )

3 ) 周産期 、 新生児期の
取り扱い

0分娩機関が加入する制度であるため 、 N ICU等に搬送された場合の新生児管理についてあま り評価できない
仕組みとなってお り 、 この点の解決が望まれる 。 (第 1 0回運営委員会)

○ 当該分娩機関の管理下における ｢分娩に関連して
発症した｣脳性麻痺が補償対象

○ ｢分娩に係る ｣ という言葉の範囲に関して 、 出生前はどこまで遡るのか 、 出生後はいつまで含まれるのか 、 審査
における判断が非常に困難であ り 、 ｢ 出 生前｣ や ｢新生児 ｣ といった ｢周産期 ｣まで補償対象範囲を広げてほしい 。
(第 1 1 回運営委員会)

○新生児は 、 生まれてからuよら くの間産科の管理下に置かれる 。 その間に何か起きた場合にも補償されるよ
う 、 早期新生児期 (出生後 1 週間程度) まで補償対象にしてよいのではないか 。 (第 = 回運営委員会 )

その他
(補償対象範囲全般に関
して )

0制度 目 的の一つである 、 紛争の防止 ･ 早期解決に寄与してし 、るかどうかは 、 補償対象範囲の検討にあたって
も重要である 。 (第 1 1 回運営委員会)

- -○補償対象範囲を拡大する場合 、 金額的な実現の可否も含めたシミュレーションが必要である 。 (第 1 1 回運営
委員会)

0制度をつくる時には 、 余引こも事例が少なく 、 補償する重症度もわからない 、 人数もわからないという状態で、
暫定的な数値をもとに制度を設計した 。 これから実績が明 らかになって実態もわかってくれば、 それを踏まえて
議論していくべきである 。 (第 1 1 回運営委員会 )

2 . 補償金等

1 ) 補償水準
0事例によっては補償金3 , 0 00万円 以上が上乗されるとすると訴訟を増加させないという意味で非常に興味あ
る提言である 。 (第 1 2回運営委員会 )

03 , 000万円

2 ) 児の主な生活場所と
補償額

0児が施設に入所しているか 、 入院しているか 、 在宅かにより保護者の負担は変わることから 、 補償金額が一律
であるの は 、 不公平感が否めない 。 何らかの検討の余地はないか 。 (第 1 1 回運営委員会)

0児の生活場所にかかわらず、 一律3 ,000万円

3 ) 支払方式

0児が亡くなった場合と重度の後遺症が残って生存している場合では 、 保護者の負担は後者の方が大きいの
で、 そのことを勘案できる制度設計を検討できないか 。 (第 = 回運営委員会) ○ 分割払方式

･ 補償対象認定時に 、 準備一時金として600万円
( 十既経過分の補償分割金 ) を支払い

･ 毎年児の誕生月 に 、 補償分割金として 1 20万円
を支払い ( 1 9歳の誕生月 まで )

･ 児が死亡した場合も 、 上記支払方式による支払
を継続

0制度設計時には 、 見舞金のようなもの は別 として 、 生きている児について補償するのがベターとの考えが多
かったが 、 統計もなく 、 補償額を一律とする形となった 。 生死によ り補償額に差があってしかるべきであるが 、 そ
れを検討するための資料が集まるかどうかはこれからの実績にかかってくる 。 (第 1 1 回運営委員会)

0準備委員会において年金払が望ましいと言われながら実現できなかった事情と 、 その事情が現在どのように
変わっているのかについて 、 事務局で取 り まとめて示してほしい 。 (第 1 1 回運営委員会 )



3 . 調整のあ り方

1 ) 調整のあ り方 、 ｢重大
な過失｣ の取り扱い

0調整委員会が、 補償金額が足りないと考えた場合は 、 自発的に医賭費保険の適用を保険会社と調整する橋
渡しをすることができれば、 紛争、 裁判は大幅に避けられるようになり 、 医療側の不安も解消されるのではない
か。 (第 1 2 回運営委員会)

0分娩機関が損害賠償責任を負う場合は 、 損害賠償
金と補償金の調整を行う 。
○基本的には運営組織として主体的に過失認定を行
わず、 当事者間での紛争解決結果に基づき調整を行
つ 。

0ただし 、 原因分析委員会において重大な過失が明
らかであると思料され 、 調整委員会におし 、て賠償責
任有り と判断された場合 、 補償金の返還請求等 、 主
体的な対応を行う 。

○ この制度の中 に過失を判断する仕組みを入れることになると調整委員会にて全ての案件を法的に苧ごツクす
るという不 自然な話になるため 、 慎重に考えるべきで、 原因分析報告書をベースにそれぞれの立場で検討する 、
現行の仕組みが望ましい 。 (第 1 2回運営委員会 )

○調整の枠組みとして 、 法的な検討をしてほしいという保護者の要望に対応する余地がないか 、 議論してほし
い 。 (第7 回運営委員会 )

0重大な過失となると刑事責任の問題ともつながってくるので 、 それをこの制度の中で検討するのはあまり適当
ではない 。 (第 1 2回運営委員会)

0準備委員会においては 、 重大な過失が明 白なときは 、 司法的な判断が出るのを待たず、 補償金の返還の請求
をしていいという ことのみ議論されてお り 、 それ以外の論点はなかったはず。 今までの準備委員会での経過をト
レースしておく必要がある 。 (第 1 2回運営委員会 )

2 ) 調整委員会のあ り方

0調整委員会は重大な過失が明らかと思料されるときのみ法的な確認を行う 、 言わば伝家の宝刀である 。 (第7
回運営委員会)

0本制度から補償金を払うべきでないものが払われるという 、 保険としてのモラルハザードを第三者的に防ぐこ
とが調整委員会であると認識してお り 、 調整委員会の諮問の手続きは皆で考え 、 コンセンサスを得てほしい 。 (第
7 回運営委員会)

0原因分析委員会が重大な過失の判断をして調整委員会にかける仕組みにつ し 、て 、 かなり の矛盾を抱えてい
る 。 法的な過失を判断しないはずの原因分析委員会が重大な過失の判断を行い 、 また医学的評価が最も低い
｢劣っている｣ であっても重大な過失には該当せず、 仕組みとして機能していない 。 この仕組みを維持するかどう
か 、 また維持しない場合は代替案として調整の仕組みをどのよ引こ考えていくか 、 議論したほうがよい。 (第 1 0回
運営委員会 )

0調整委員会のイメージが、 準備委員会で議論したときと実際に制度が始まってからとで大きく異なってお り 、 調
整委員会が本来どのような形で位置づけられるべきなのか 、 見直しの中で準備委員会の議論も踏まえて議論し
直すべき 。 (第 1 0回運営委員会)

0 ｢重大な過失｣ につ し 、ては 、 故意またはそれに準ずる悪質な診療行為と定義付け 、 それに該当する場合に調
整委員会に諮ることにしているが、 これまで該当する事例はなく 、 そのような事例を審議する場としての必要性も
含めて 、 調整委員会のあり方について検討してほしい 。 (第 1 1 回運営委員会)

0今までのところ原因分析委員会で医学的評価として悪質な事案として評価したものは 1 例もなし 、が 、 実際に 1
例あったときに調整委員会での調整の対象を ｢法的な｣重大な過失に限るかどうかは全く議論されておらず、 整
理が必要である 。 (第 1 2回運営委員会)

0原因分析と調整委員会とは切 り離して考えるべき。 原因分析委員会は原因分析だけを医学的に判断し 、 調整
委員会は自主的な判断に基づいて何らかの行為を行うほうがよい 。 (第 1 2回運営委員会)

3 ) ADR的機能

0医師と患者の信頼関係を良好に維持していくことも一つの 目標なので、 原因分析報告書を受領した後 、 医療
側と患者側とで対話をしてもらうことが重要。 メディエイターやADRを活用する方法もある 。 (第 1 0回運営委員
会)

○原因分析においては医学的評価を行い 、 法的評価
は行わない 。
0制度内に 、 分娩機関と保護者との法的責任につい
て仲介等を行う機能は設けていない 。
0分娩機関と保護者が、 制度外部のADR手続きを活
用することは特段妨げていない 。

0制度内がいいか制度外がいいかわからないが、 どこかでADR的なものを働かせて 、 医療側と患者側の話し合
いを持ち 、 それで決着する方向 にリードする仕組みを追加してほしい 。 (第 1 2回運営委員会)

0 この制度にADRの機能を持たせることが過剰な負担となるとの声もあるが、 や り ようによっては過剰な負担な
く機能することができる 。 本制度は国民全体が適用になる制度であるため 、 調整機能についても国民全体が恩
恵を受けられるようにすべき 。 (第 1 2回運営委員会 )

OADR的な機能は非常に重要であるが、 本制度の中では医学的な観点のものに限定し法的な評価を含む損
害賠償の調整という機能は 、 例えば東京の3弁護士会のような外部で実施するほうが医学的な部分と法的な部
分をはっき りわけるという意味で望ましい 。 (第 1 2回運営委員会 )



4 . 原因分析のあ り方

1 ) 原因分析報告書の作
成

0原因分析では 、 原因分析 ･ 再発防止に徹し 、 有責 翻 無責または過失に近い表現は避けるべき。 有責 ･ 無責の判
断は別の枠組みで行ってほしい 。 (第 1 0回運営委員会)

0原因分析は 、 責任追及を 目 的とするものではなく 、
原因を明らかにするとともに 、 同 じような事例の再発
防止を提言するためのもの 。
0回避可能性は、 責任追及につながるおそれがある
との指摘から 、 報告書においては言及しない 。
0家族からの疑問 ･ 質問に対する回答は 、 報告書と
は別に｢別紙｣ として産科医療補償制度原因分析委
員会名で作成する 。
0家族から ｢どうしていれば、 脳性麻痺の発症を防止
できたのか｣ というような質問があった場合について
も 、 分かる範囲で可能な限り答える 。

0現行の原因分析では 、 『右責｣ 、 ｢無責 ｣ という言葉を使わないにしても 、 それに近い表現が使われている 。 ま
た 、 回避可能性まで記載していると大きな問題になるので 、 記載すべきでない。 (第 1 1 回運営委員会 )

0専門家が学問的良心に則ってあ り のままの原因分析を行っていることが裁判の減少に繋がるため 、 オブラート
に包まれた表現になることや 、 特定の表現は絶対にしないという前提の中で原因分析が行われることは 、 避ける
べきである 。 (第 1 1 回運営委員会 )

○事実をそのとおり表現すると有責無責につなげて解釈する人はいるが、 それを覚悟の上で原因分析を進めて
いくことが大事であり 、 評価を甘くすると医療の向上に繋がらず、 脳性麻痺の発症を減らすこともできない 。 正し
い評価をしてそれを社会に認めてもらい 、 その結果として紛争が減り 、 患者 ･ 家族と医療側の信頼関係を再構築
することが制度の一番の 目 的なので、 事実はそのとお り書き上げるべきである 。 (第 1 1 回運営委員会 )

0基本的に過失のあるケースについては求償していくことが本来であ り 、 原因分析報告書における表現を慮りす
ぎると教訓が生かされないことも考えられるため 、 率直な評価を積み上げ、 信頼を獲得していくことが重要ではな
いか。 (第 1 2回運営委員会)

○原因分析報告書の中で｢重大な過失｣ あるいは ｢過失｣ について何らかの言及をすることは間違いであ り 、 事実
だけを究明する今の報告書の方式が適当である 。 (第 1 2回運営委員会 )

0原因分析報告書は不可欠なものであ り 、 これがあって初めて将来の再発防止と医療の質の向上につながるも
のと考える 。 (第 1 2回運営委員会)

○回避可能性は法的責任を伴うものであ り 、 報告書に記載しないのに 、 原因分析委員会名 の ｢家族からの質問
に対する回答｣ には回避可能性について書くということはおかしい 。 正式な報告書でなくてもき去的には証拠とな
り得るものである 。 (第6回運営委員会)

○原因分析報告書とともに 、 家族の質問に対して回避可能性を記載した回答書を原因分析委員会名 で出すこと
はおかしいと思うので 、 見直しの中で改めて検討してほしい 。 (第 1 1 回運営委員会)

0回避可能性について言及しなくとも 、 当該医療のレベルがどの程度であるかといったことや 、 改善すべき点に
ついて報告書に記載することで 、 医療の質を高め 、 再発の防止につながる 。 (第6回運営委員会 )

0責任追及が原因分析の 目 的ではないので回避可能性について書かないのは理解できるが、 逆に責任追及を
恐れすぎて報告書に手心を加えることのないようにしてほしい 。 (第6回運営委員会)

○法的には 、 ｢家族からの質問に対する回答｣が報告書本体と同一のものになることは当然であり 、 同 じ証拠価
値となる 。 しかし 、 原因分析委員会は法的責任の追及に結びつくかつかないかで報告書の書き方を変えることは
一切せず、 きちんと真実を追究していく方向で考えている 。 (第6回運営委員会)

0分娩機関が加入する制度であるため 、 N ICU等に搬送された場合の新生児管理についてあま り評価できない
仕組みとなっており 、 この点の解決が望まれる 。 (第 1 0回運営委員会)

2 ) 原因分析の運営方法

06部会があっても 、 これだけのボリュームの報告書を年間600 - フ 00件も作成することができるか疑問であ
り 、 何らかの振り分けを行う等の効率化を図るべきではないか。 (第5回運営委員会) .

○補償対象者数に対して原因分析報告書の処理件数が少ないように思う 。 報告書が迅速に作成されるよう 、 対
応を検討すべきである 。 (第 6回運営委員会 )

0報告書作成体制の見直しや 、 合理化を検討すべきである 。 (第6回運営委員会 )

0報告書を部会と本委員会で2回審議する形は 、 件数が500件となったときには不可能に近い 。 将来的な課題
として 、 基本的には部会に任せ 、 あま り 【 こも違うものだけ本委員会で調整するぐらいの形を検討してほしい 。 (第
7 回運営委員会 )

0原因分析は時間をかけ丁寧に検証してお り 、 人的 、 金銭的負担が大きい 。 事例数がますます増加する中 、 継
続可能かどうか懸念がある 。 (第 1 0回運営委員会)

0原因分析委員会 (本委員会 ) の下に 、 6つの原因分
析委員会部会を設置
○産科医の部会委員 ( レポーター) が作成した報告書
案について部会にて審議し 、 報告書案を作成
○本委員会において 、 各部会で作成された報告書に
ついて審議し 、 承認の可否を決定
○6部会 、 本委員会は原則毎月 1 回開催
○部会においては 、 1 回の部会で概ね2事例を審議、
本委員会では 1 0事例前後を審議
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0原因分析委員会の部会について 、 今後件数が増加するにつれて 、 十分な検討を行う時間の余裕がなくなるの
であれば、 部会を増やす等 、 人的 E 物的整理が必要になるのではないか 。 (第 1 2回運営委員会)

4原因分析のあ り方 2 ) 原因分析の運営方法 暴房礬鰹増護奉懇喜ぼ率挾既海中.理闇馨讓馨髯婆窮めていくため 、 患者の立場を代表する委員を 、 原因分析委員
0原因分析報告書を渡していること以外に医療行為の改善を求める体制はあるのか 。 同 じことが繰り返されない
ようにしてほしい 。 (第9回運営委員会)

5 . 運営組織の機能分 1 ) 運営組織の機能分割 。補償と原因分祈 . 再発防止の枠組みは分けるべきである。 (第= 回運営委員会) ○評価機構において、 審査 、 原因分析 、 再発防止 、割 異議審査 、 調整の本制度の全ての機能を担ってし 、
る 。

1 ) 補償申請期間 03歳頃が申請のピークになるとすれば、 除斥期間 ( 申請期間 ) が5歳までというの は短いかもしれない 。 申請期 o補償申請期間は 、 児の満5歳の誕生 日 まで
間を7年な り 1 0年な引こ延長することも 、 将来的な検討課題である 。 (第 6回運営委員会)

2 ) 訴権の制限の再検討 雛鷺麗鬘毀れてき趣発起覇で簑誇り炎熱･語義翔滕好瀦葱麗蛮野蟇鬘季｣を侵害するため違憲 、 と ○訴権を制限してし ･ない 。
OMRIは 、 2歳以降の髄鞘化が進んだ時期でないと鮮明な異常所見が見極めにくいことがある 。 そこで、 補償対
象になった児が2歳になったときにMRIを撮り 、 どのような時期に脳障害が生じたのか 、 画像から解析していくこ
とを取 り入れてほしい 。 (第= 回運営委員会 )

0亡くなった児の病理の標本も提供してもらって解析することが必要である 。 (第 1 1 回運営委員会)

3 ) 研究への利用 ○現在の制度のル-ル上 、 CTG (胎児心拍数陣痛図 ) を公表することばできないが、 幅広く産科医療関係者の 鯖癈目上贓法務韶な椴情報の第三者への提供
研修 ･ 教育のために活用することが今後望まれる 。 (第 1 1 回運営委員会 )

0原因分析と再発防止について 、 安全な産科医療に向けた産科学的 、 小児科学的 、 助産学的な研究を行うこと
が必要ではないか 。 (第 1 2 回運営委員会 )

6 . その他 o本制度には多くの症例が集まることから 、 本質的な研究を行う体制を本制度の一つのセクションとして整備す
ることについて 、 前向きに検討してほしい 。 (第 1 2回運営委員会)

4 ) 診断医の体制 0診断書作成には大きな負荷がかかる 。 補償申請の診断書を作成いただいている全国の診断医に対して 、 何ら ○診断医に対して謝金等による制度からの手当てほ
かの処遇を検討してもらいたい 。 (第 1 1 回運営委員会 ) 行っていない 。

○現行制度の評価にあたっては 、 目 的がどの程度遂行されたかが評価基準になる 。 本制度の 目 的として規定さ
れている 、 補償する 、 原因分析を行う 、 再発防止に資する情報を提供する 、 紛争の防止 国 早期解決と産科医療の
質の向上を図るという四つの行動に沿って検証するとよい 。 (第 禰 0回運営委員会 )

0制度開始から3年しか経っていない時期であ り 、 制度を検討するための十分なデータはそろっていると言える

5 ) 制度の評価方法 、 のか 。 また 、 原因分析報告書のアンケート調査の結果も見直しに活用されるのか 。 補償対象となった保護者等を
データ 対象としたアンケート調査等を行うことは可能か 。 (第9回運営委員会 )

○制度の現状について様々な分析をしたデータがなければ十分な議論ができないので、 制度に関係している分
娩機関や妊産婦だけでなく 、 その他の関係者にも調査等をしてほしい 。 (第 9回運営委員会 )

0見直し時に賠償の傾向を把握するため 、 訴訟や示談、 医師賠償責任保険の有無等 、 紛争の内容によ り 区分し
て 、 賠償に係るデータを集めてほしい 。 (第 1 0回運営委員会 )



補償対象件数と申請可能月数の考え方について

平成2 1 年生まれの児に係る補償申請期間

仮に ｢誕生月 1 月 につき0 . 5 1 件/月 ｣ で、
残りの補償 申請が可能な期間 (ピンク色の
マス ) に同 じペースで補償対象になると …

◇ 補償申請期間終了 時の補償対象者数は約3 20名 と
なる。 (今後も同ペースと仮定した場合の単純計算)
◇ 脳性麻痺の型や程度によって診断が可能となる満3歳を
超えた児について 、 今後補償申請が行われるものと見込ま
れるため 、 現時点で補償対象者数を推計するものではない。

分グレー

◇白
黄色

心ピンク
ブル-

出生前の期間
補償申請が不可能な期間 (生後6ヶ月 未満、 生後5歳以上)
既に経過した補償 申請期間
今後補償申請が可能な期間
診断書作成等の補償申請の準備に要する期間 (概ね 2ヶ月 程度)

○ 既に経過した補償 申請期間とその間の補償対象件数から、 今後も仮に同 じペースが
継続した場合の補償対象件数を単純計算するもの。

○ 生後3歳となる前後に診断が可能となる児や、 年齢が上がるにつれて、 重症度が比較的
低い児の診断も可能となるため、 現時点で補償対象者数を推計するものではない。
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これまでに実際に補償 申請が可能な延月 数
342 ヶ月 (黄色のマス ) の期間に、 補償対象
件数は 1 7 5件

う誕生月 1 月 につき
0 . 5 1 件/月 の補償対象



公益財団法人 日 本医療機能評価機構

産科医療補償制度原因分析委員会 委員一覧

(平成24年7月 )

氏 名 所属 ･ 役職

委員長 岡井 崇 日 本産科婦人科学会 副理事長

委員長代理 池ノ 上 克 宮崎大学医学部附属病院 院長

新 委員 有森 直子 聖路加看護大学 准教授

新 茨 聡 鹿児島市立病院 総合周産期母子医療セ ンタ ー新生児料 部長

岡本 喜代子 日 本助産師会 会長

木下 勝之 日 本産婦人科医会 副会長

楠 田 聡 東京女子医科大学母子総合医療センター 教授

隈本 邦彦 江戸川大学メデ 〃コ ミ ュニケ-シ ョ ン学部 教授

鈴木 利廣 弁護士

新 高木 耕一郎 東京女子医科大学東医療セ ンタ ー 副院長

新 高橋 恒男 横浜市立大学附属市民総合医療セ ン タ ー 副病院長

豊田 郁子 新葛飾病院医療安全対策室 セーフティ ーマネーヅ ヤー

中井 章人 日 本医科大学多摩永山病院 副院長 女性診療科 ･ 産婦人科 教授

前田 津紀夫 前田産科婦人科医院 院長

松田 義雄 東京女子医科大学産婦人科 教授

水上 尚典 北海道大学大学院医学研究科 産科 ･ 生殖医学分野 教授

宮澤 潤 弁護士



生料医療補償制度

再発防止に関する報告日

2 0 1 2 年 5 月

翼 公益財団法人 日本医療機能評価機構
産科医療補償制度 再発防止委員会



蘭圏

⑤
産医補 償 第 鬮鬮号
平成 2 4年 5 月 2 2 日

殿

公益財団法人日本医療機台罐輔弼蕪溝

理事 ･ 産科医療補償制度事業管理 舅

｢第 2 回 産科医療補償制度 再発防止に関する報告書｣ に記載されている

『学会 ･ 職能団体に対する要望｣ について (俵豪動

時下ますますご清祥の段、 お慶び申 し上げます。 平素は産科医療補償制度の運営

別のご高配を賜 り 、 厚く お礼申 し上げます。

て、 平成 2 定年 1 月 に発足 した産科医療補償制度は、 分娩に関連して発症した重度

麻痺児とそのご家族の経済的負担を速やかに補償する と と も をこ 、 原因分析を行い、

い よ う な事例の再発防止に資する情報を提翹供する こ と な どをこよ り 、 紛浄の防止 ･ 早期

および湛笄斗医療の質の向上を図る こ と を 目的と してお り ます。

た、 平成 2 生年 3 月末までに 2 8 7件を楠倖欝種象と認定し、 原因分析委員会におい

順次原因分析報告書を取 り ま と め、 当壽影分娩機関と児のご家族へお送り してお り ま

の度、 再発防止委員会において、 昨年 1 2 月末までに公法き した原因分析報告書7 9

こついて、 再発防止に関する分析を行い、 再発防止策等の提言な どを記載した ｢第 2

産科医療ネ酬賞制度 再発防止に関する報告書｣ を取 り ま と めま した。 この報告書に

｢吸引分娩について一 、 ｢常位潮艶鰹,早期剥離のf癪健指導もこついて一 、 ｢診溺顫等の記載に

･て｣ のテーマについて、 産科医療関難系者に対する提言と学会 ･ 職能団体に対する要

記載してお り ます。 学△ ･ 職能団体に対する要望が記載されている ｢ 3 . 再発防止

ぴ漕笄斗医療の質の向上に向けて一 の抜粋 篦独 2回 産科医療補償制度 再発防止に

る報告書 第4章 テーマに沿った分析) を同封させていただきますので、 先 日 お

しま した再発防止に関する報告書と併せてご参照いただき 、 貴会において産科医療

、の向上に向けて、 取 り 組んでいただきますよ う宜し く お願い申 し上げます。

ヱお、 本報告書は、 本制度加入分娩機関、 関係団体、 都道府県、 政令指定都市、 保健

労董託市、 およ劃搦g区宛にも送付してお り ますこ と を申 し添えます。

‐ 後 と も 、 産科医療補償制度につきま して、 ご理解、 ご協力賜 り ますよ う お願い申 し

デます。 末筆なが ら 、 今後益々のご健勝をお祈り 申 し上げます。

敬具



◎ 医政総 発 0 5 1 4 第 1 号

平 成 2 4 年 5 月 1 4 日

都 道 府 県

各 保健所設置市 医政主管部 (局) 長 殿

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長

産科医療補償制度第 2 回再発防止 に関する報告書の 公表について

医療行政の挺進につき ま して は 、 平素か ら 格別の御高配を賜 り 厚 く 御礼申 し 上げます。

産科医療補償制度につ き ま し て は、 平成 2 1 年 1 月 か ら 、 安心 し て産科医療 を受け ら

れ る 環境整備の ‐環 と し て 、 ①分娩に 関連 し て発症 した重度!彌性麻痺児 と その家族の経

済的負担を速やかに それ“賞 し 、 ②!磁性麻痺発症の原因分析を行い 、 同 じ よ う な事例の再発

防止 に資す る 情報 を提供 し 、 ⑧ こ れ ら に よ り 、 紛争の防止 ･ 早期解決お よ び産科医療の

質の向 上を図 る こ と を 目 的 と し て (公財) 日 本医療機能評価機構において実施 して お り 、

今般 、 同様の 事例 の再発防止及び発生の未然防止のた め 、 ｢ 第 2 回再発防止 に関す る報

告書 ｣ が公表 きれ ま した 。

貴職におかれま し て は 、 本報告 書の内容を御確認の 主 、 貴管 下 医療機関に対 し て 、 周

知方お願いいた し ま す。

なお 、 本報告書につきま し て は 、 別途 、 (公 財 ) 日 本医療機能評価機構か ら各部道府

県知事 、 各保健所設 置 市長及び各特別区長宛に送付 さ れてお り 、 同機構の ホー ムページ

(http "www . sanka ‐hp就qhc , 饉 . jp /1n dex . ht血l※こ も 掲 載 さ れ て い ま す こと を 申 し添
え ま す。



で鰯
医政総発 0 5 1 4 第 2 号

平 成 2 4 年 5 月 1 4 日

(別記 関係団体の長) 殿

厚 生 労 働 省 医 政 局 総 務 課 長

産科医療補償制度第 2 回再発防止 に関す る報告書の公表について

医療行政の推進につ き ま して は 、 平素か ら格別の御高配を賜 り 厚 く 御礼申 し上げます。
産科医療補償制度につ き ま して は 、 平成 2 1 年 1 月 か ら 、 安心 して産科医療を受け ら

れ る 環境整備の一環 と して 、 ①分娩に関連 して発症 した重度脳性麻痺児 と その家族の経

済的負担を速やかに補償 し 、 ②脳性麻痺発症の原因分析を行い 、 同 じ よ う な事例の再発

防止に資する情報を提供 し 、 ③ これ ら に よ り 、 紛争の防止 ･ 早期解決お よ び産科医療の

質の 向上を図 る こ と を 目 的 と して (公財) 日 本医療機能評価機構において実施 してお り 、

今般、 同様の事例の再発防止及び発生の未然防止のため 、 ｢第 2 回再発防止に関する 報

告書｣ が別添の と お り 公表 さ れま した。

貴職におかれま して は 、 本報告書の内容を御確認の上、 貴会会員に対 して 、 周知方お
願いいた します。

な お 、 本報告書 につ き ま し て は 、 (公財 ) 日 本医療機能評価機構の ホ ー ムペー ジ
(http : //www . s anka - hp .瓦瑳hc . o r Jp /mdex .抵血1) に掲載 さ れてい ます こ と を 申 し添え
ます。



( 別記 )

社団法人 日 本医師会

一般社団法人 日本病院会 、

公益社団法人全国 自 治体病院協議会

社団法人全 日本病院協会

社団法人 日 本医療法人協会

公益社団法人 日本看護協会

公益社団法人 日本薬剤師会

一般社団法人 日本私立医科大学協会

社団法人 全国社会保険協会連合会

日 本赤十字社

社会福祉法人恩賜財団済生会

独立行政法人国立病院機構

独立行政法人労働者健康福祉機構

国家公務員共済組合連合会

社団法人地方公務員共済組合協議会

社会福祉法人北海道社会事業協会

財団法人船員保険会

一般社団法人 日 本病院薬剤師会

日 本製薬団体連合会

公益社団法人 日 本臨床工学技士会

　

防衛省人事教育局

文部科学省医学教育課

財団法人厚生年金事業振興団

全国厚生農業協同組合連合会

一般社団法人国立大学付属病院長会議

全国公私病院連盟

日 本病院団体協議会

健康保険組合連合会 ′

日 本医療機器産業連合会

社団法人 日 本重症児福祉協会

新生児医療連絡会

全国周産期医療連絡協議会

社会福祉法人 日 本肢体不 自 由児協会

日 本小児総合医療施設協議会

公益社団法人 日本産婦人科医会

　 　
社団法人 日 本助産師会

全国助産師教育協議会

　 　
一般財団法人 日 本救急医療財団

宮内庁長官官房秘書課

法務省矯正局矯正医療管理官

独立行政法人国立印刷局病院運営担当部

独立行政法人国立国際医療研究センター

独立行政法人国立成育医療研究センター

独立行政法人国立循環器病研究センター


